
※現行の認定調査項目（79項目）に加
　　え生活機能を評価する項目を追加
　　
※主治医意見書においても、生活機能
　　の評価を拡充
　　

　「要支援」「要介護1」のうち、改善
　　の可能性が高い方々を新予防給付
　　の対象者として選定する　　

広報みなみふらの2006.1 １０
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齢　　者

平成18年4月から新たに実施される「第3期介護保険事業計画」と、この計
画に基づく「介護保険料」については、2月号でお知らせいたします。 
※介護保険に関するお問い合わせ：保健福祉課介護保険係　℡52-2144

要介護５要介護４要介護３要介護２要支援２要支援１

要介護１

要介護５要介護４要介護３要介護２要介護１要支援

●一人暮らしの高齢者や認知症の高齢者が増
加するなか、住み慣れた地域で多様なサービ
スを柔軟に提供する「地域密着型サービス」
の創設
●在宅と施設介護の中間的な役割をもった居
住系サービスの充実

改正後の
認定区分

これまでの
認定区分

要介護者

【地域密着型サービス】
　　・介護予防認知症対応型共同生活介護
　　　（グループホーム）
　　・介護予防認知症対応型通所介護
　　・介護予防小規模多機能型居宅介護

①現行のサービスを見直し、より自立度を高めるサー
　ビスへと転換
　既存の居宅サービス　　　内容・提供方法の見直し
②介護予防効果が期待される新たなサービスを導入

　　　　　　　　　　　　　　既存サービスのプログ
　　　　　　　　　　　　　　ラムの一環として実施

●運動器の機能向上
●栄養改善
●口腔機能の向上

介護認定審査会
①要介護状態区分の審査

＋
②状態の維持または改善の可能性の審査

介護や支援を必要としている高齢者

　策
対象者の範囲、サービスの内
容、マネジメントの体制など
を見直し、軽度の高齢者の状
態改善が図られるための「新
予防給付」を創設する

要支援者

新予防給付
（要支援1・要支援2）

介護給付
（要介護1～要介護5）

◆居宅サービス
　○訪問サービス
　　・訪問介護　・訪問入浴介護　・訪問看護
　　・訪問リハビリ　・居宅療養管理指導
　○通所サービス
　　・通所介護　・通所リハビリ
　○短期入所サービス
　　・短期入所生活介護　・短期入所療養介護
　○その他
　　・特定施設入居者生活介護・居宅介護支援
　　・特定福祉用具販売　・福祉用具貸与
　◆施設サービス
　　・介護老人福祉施設　・介護老人保健施設
　　・介護療養型医療施設

【地域密着型サービス】　
　・夜間対応型訪問介護
　・認知症対応型共同生活介護（グループホーム）
　・認知症対応型通所介護
　・小規模多機能型居宅介護
　・地域密着型介護老人福祉施設（定員30人未満）
　・地域密着型特定施設（定員30人未満）

指定居宅介護支援事業者

ケアマネジメント

地域包括支援センター
（既存の在宅介護支援センターの移行など）

地域支援の総合相談・権利擁護
（社会福祉士など）

包括的・継続的マネジメント
（主任ケアマネージャーなど）

介護予防マネジメント（保健師など）

指定介護予防支援
（※指定介護予防支援事業者
　の指定を受けている場合）

介護予防
マネジメント

事業

自立した生
活が送れて
いる方
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高　　齢

※これらの事業を実施する新たな機関を設置

≪介護予防を重視した給付や事業への転換≫

認定審査の結果、非該当となった方

先月号でお知らせした、介護保険制度改正の
うち、今月号では見直しの大きな柱とされて
いる、「介護予防を重視した新たな仕組み」に
ついてお知らせいたします。

今は、介護を必要としていない高齢者

要支援・要
介護状態に
なるおそれ
のある方

広報みなみふらの№59８１１

生活機能低下の早期把握
健診、関係機関からの連絡、訪問活動などによ
る状態把握などから生活機能の低下している高
齢者を把握

平成12年に介護保険制度が開始されて以降、要介護状態が
軽度（要支援・要介護1）の認定者が大幅に増加しているも
のの、これらの方々に対するサービスが状態の改善につな
がっていない状況である

対
策

現　状

高齢者が介護や支援が必要となる前に、要支援・
要介護状態にならないための「地域支援事業」を
行う

任意事業 ○介護給付費等費用適正化事業
○家族介護支援事業　など

地域支援事業

包括的支援事業

○介護予防ケアマネジメント事業
○総合相談支援事業
　・地域の高齢者の実態把握
　・介護以外の生活支援サービスとの調整　など
○権利擁護事業
　・虐待の防止、早期発見　　など
○包括的・継続的マネジメント事業
　・支援困難事例に関するケアマネジャーへの助言
　・地域のケアマネジャーのネットワークづくり　など

介護予防事業

○介護予防スクリーニングの実施
○要支援、要介護になるおそれの高い方
　を対象とする介護予防サービスの提供
　　（特定高齢者施策）
　・運動器の機能向上
　・栄養改善
　・口腔機能の向上
　・うつ予防、支援
　・認知症予防、支援　
　・閉じこもり予防、支援
○全高齢者を対象とする介護予防事業
　　（一般高齢者施策）

対　　


